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令和４年３月定例市議会提出案件概要

（令和３年度関係）

○報　　告

　　１．使用料の徴収に関する処分についての審査請求に係る報告について

　　　　　　下水道使用料の徴収に関する処分について

　　　　　　　　⑴　令和４年２月７日裁決� 【担当課：法務ガバナンス課】

　　　　　　　　⑵　令和４年２月７日裁決� 【担当課：法務ガバナンス課】

　　　　　　　　⑶　令和４年２月７日裁決� 【担当課：法務ガバナンス課】

　　２．使用料の徴収についての審査請求に係る報告について

　　　　　　水道料金の徴収について

　　　　　　　　⑴　令和４年２月７日裁決� 【担当課：法務ガバナンス課】

　　　　　　　　⑵　令和４年２月７日裁決� 【担当課：法務ガバナンス課】

　　３．市長専決処分の報告について（令和３年１２月１７日専決処分）

　　　　　　令和３年度奈良市一般会計補正予算（第１３号）

　　　　　　　　補　正　額　　　　　　　　　　４，８０５，１５３千円

　　４．市長専決処分の報告について（令和４年１月２４日専決処分）

　　　　　　令和３年度奈良市一般会計補正予算（第１４号）

　　　　　　　　補　正　額　　　　　　　　　　５，９７０，０００千円

　　５．市長専決処分の報告について

　　　　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　　　　　　　　⑴　令和３年１２月１７日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⑵　令和３年１２月１７日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⑶　令和３年１２月１７日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⑷　令和３年１２月１７日専決処分� 【担当課：住宅課】
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　　　　　　　　⑸　令和３年１２月２３日専決処分� 【担当課：リサイクル推進課】

　　　　　　　　⑹　令和３年１２月２３日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⑺　令和３年１２月２３日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⑻　令和４年１月６日専決処分� 【担当課：消防局消防課】

　　　　　　　　⑼　令和４年１月１４日専決処分� 【担当課：まち美化推進課】

　　　　　　　　⑽　令和４年１月１４日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⑾　令和４年１月１４日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⑿　令和４年１月２１日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　⒀　令和４年１月３１日専決処分� 【担当課：教職員課】

　　　　　　　　⒁　令和４年２月７日専決処分� 【担当課：環境清美工場】

　　　　　　　　⒂　令和４年２月８日専決処分� 【担当課：収集課】

○議　　案

　　１．令和３年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　補　正　額　　　　　　　　　　　　　　０千円（歳入予算の款・項のみ補正）

　　２．令和３年度奈良市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　繰越明許費　　　　　　　　　　　　３０９，８５２千円

　　３．令和３年度奈良市介護保険特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　補　正　額　　　　　　　　　　　　１４９，０００千円

　　４．令和３年度奈良市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　補　正　額　　　　　　　　　　　　３６０，０００千円

　　５．令和３年度奈良市病院事業会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　補　正　額　　収益的収入　　　　　９０８，８６６千円

　　　　　　　　　　　　　　　収益的支出　　　　　９０８，８６６千円
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　　６．令和３年度奈良市水道事業会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　補　正　額　　収益的収入　　　　　２０１，４１９千円

　　７．令和３年度奈良市下水道事業会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　補　正　額　　収益的支出　　　　　１９４，０６３千円

　　８．�奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する条例の一部を改正する条例の一部改正について（公布の日から施行）

� 【担当課：人事課】

　　　　�　平成２９年に給与制度の見直しを行った際の経過措置について、令和４年３月３１日を

期限とすることとしたため、所要の改正を行う。

　　９．奈良市子ども医療費の助成に関する条例等の一部改正について（公布の日から施行）

� 【担当課：子ども育成課、福祉医療課】

　　　　�　子どもセンターの設置により本市で児童福祉法に基づく措置医療の決定を行うこととな

ることに際し、措置医療その他の国等の公費負担医療制度との適用関係を条例上明確化す

るため、医療費助成制度の対象者に関し所要の規定の整備を行う。

　　10．奈良市営住宅条例の一部改正について（公布の日から施行）� 【担当課：住宅課】

　　　　�　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の趣旨に鑑み、常時介護を要する障害

者に係る市営住宅の入居者資格を改定する。

　　11．委託契約の締結について　� 【担当課：道路インフラ保全課】

　　　　　　奈良線学園前・菖蒲池間メガネ橋補修工事委託

　　　　　　　　委託内容　　橋梁長寿命化修繕工事　橋長　Ｌ＝１５．８ｍ　幅員　Ｗ＝４．７ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　橋梁補修工　　　　　　一式

　　　　　　　　　　　　　　　橋梁付属物工　　　　　一式

　　　　　　　　　　　　　　　舗装工　　　　　　　　一式

　　　　　　　　　　　　　　　仮設工　　　　　　　　一式

　　　　　　　　契約金額　　２４１，９９０，０００円

　　　　　　　　契約先　　　近畿日本鉄道株式会社

－3－



　　12．令和３年度奈良市一般会計補正予算（第１５号）（別冊）

　　　　　　　　補　正　額　　　　　　　　　　４，８１０，５５３千円

　　　　　　　　繰越明許費　　　　　　　　　１１，４０９，５９４千円

　　13．�奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部改正について（公布の日から施行）（別

冊）� 【担当課：人事課】

　　　　�　市長、副市長、教育長、常勤の監査委員及び公営企業管理者の期末手当の支給割合の改

定等を行う。

　　14．�奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する条例の一部改正について（公布の日から施行）　（別冊）� 【担当課：人事課】

　　　　�　一般職の国家公務員の給与改定に準じ、一般職の職員及び特定任期付職員の期末手当の

支給割合の改定等を行う。

　　15．�奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について（公布の日、

令和４年４月１日から施行）（別冊）� 【担当課：人事課】

　　　　�　会計年度任用職員の給料月額を常勤職員と同水準に引き上げるほか、奈良市一般職の職

員の給与に関する条例の一部改正に伴い、会計年度任用職員の期末手当の支給割合につい

て所要の改正を行う。
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（令和４年度関係）

○報　　告

　　１．株式会社奈良市清美公社の事業計画の報告について� 【担当課：廃棄物対策課】

　　　　　　　　事業規模　　　　　　　　　　　　　９１５，４４５千円

　　２．奈良市市街地開発株式会社の事業計画の報告について� 【担当課：産業政策課】

　　　　　　　　事業規模　　　　　　　　　　　　　１９７，６３０千円

　　３．公益財団法人奈良市生涯学習財団の事業計画の報告について� 【担当課：地域教育課】

　　　　　　　　事業規模　　　　　　　　　　　　　７４４，７９５千円

　　４．一般財団法人奈良市総合財団の事業計画の報告について� 【担当課：財政課】

　　　　　　　　事業規模　　　　　　　　　　　１，５６４，９６５千円

○議　　案

　　１．令和４年度奈良市一般会計予算

　　　　　　　　予算規模　　　　　　　　　１３８，６２０，０００千円

　

　　２．令和４年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計予算

　　　　　　　　予算規模　　　 　　　 　　　　　　　　７，５００千円

　　３．令和４年度奈良市国民健康保険特別会計予算

　　　　　　　　予算規模　　　 　　 　　　　３６，７００，０００千円

　　４．令和４年度奈良市土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模　　　 　　　 　　　　１，０７４，０００千円
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　　５．令和４年度奈良市介護保険特別会計予算

　　　　　　　　予算規模　 　　　　　 　　　３５，０００，０００千円

　　６．令和４年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算

　　　　　　　　予算規模　　　 　　　 　　　　　　　４１，０００千円

　　７．令和４年度奈良市後期高齢者医療特別会計予算

　　　　　　　　予算規模　　　 　　　 　　　　７，８７０，０００千円

　　８．令和４年度奈良市病院事業会計予算

　　　　　　　　予算規模　 　　　 　　　　　　２，７５１，５００千円

　　９．令和４年度奈良市水道事業会計予算

　　　　　　　　予算規模　 　　　 　　　　　１４，１８１，０００千円

　　10．令和４年度奈良市下水道事業会計予算

　　　　　　　　予算規模　 　　　 　　　　　１２，８６６，０００千円

　　11．奈良市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について（令和４年４月１日から施行）

� 【担当課：人事課】

　　　　�　国家公務員に係る妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援のための措置に準じ、非常勤職

員の育児休業及び部分休業の取得要件を緩和するほか、所要の文言整理を行う。

　　12．�奈良市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正につ

いて（令和４年４月１日から施行）� 【担当課：保育総務課】

　　　　�　保育に従事する担い手確保のため、朝夕等の児童が少数となる時間帯における職員配置

に係る特例を適用する。
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　　13．�奈良市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の全部改正

について（令和４年４月１日から施行）� 【担当課：保育所・幼稚園課】

　　　　�　保育に従事する担い手確保のため、朝夕等の児童が少数となる時間帯における職員配置

に係る特例を適用する。

　　14．�奈良市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正について（令

和４年４月１日から施行）� 【担当課：保育所・幼稚園課】

　　　　�　保育に従事する担い手確保のため、朝夕等の児童が少数となる時間帯における職員配置

に係る特例を適用する。

　　15．�奈良市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について（令和

４年４月１日から施行）� 【担当課：保育所・幼稚園課】

　　　　�　保育に従事する担い手確保のため、朝夕等の児童が少数となる時間帯における職員配置

に係る特例を適用するため、所要の改正を行う。

　　16．�奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部改正

について（令和４年４月１日から施行）� 【担当課：障がい福祉課】

　　　　�　地域生活支援事業のうち雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業を本市

で実施するに当たり、当該事業における利用者の費用負担に係る規定を整備する。

　　17．奈良市国民健康保険条例の一部改正について（令和４年４月１日から施行）

� 【担当課：国保年金課】

　　　　�　国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、未就学児に係る被保険者均等割額の減額措置

が講じられたため、所要の改正を行う。

　　18．奈良市コミュニティスポーツ施設条例の一部改正について（令和４年４月１日から施行）

� 【担当課：スポーツ振興課】

　　　　�　石打コミュニティスポーツプールについて、利用者数が減少している現状で、施設の老

朽化による改修には多額の費用が必要であり、同施設の運営が困難と判断したことから、

同施設を廃止する。
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　　19．なら・まほろば景観まちづくり条例の一部改正について（令和４年７月１日から施行）

� 【担当課：都市計画課】

　　　　�　屋外広告物に係る規制を奈良市屋外広告物等に関する条例に移行することに伴う規定の

整備を行うほか、都市景観形成地区、都市景観形成基準及び届出制度の位置付けの見直し

に伴う所要の規定の整備を行う。

　　20．奈良市屋外広告物条例の全部改正について（公布の日、令和４年７月１日から施行）

� 【担当課：都市計画課】

　　　　�　奈良市景観計画の改正に伴い、屋外広告物に係る規制を本条例に一元化するほか、規制

区域及び規制内容の再編、屋外広告物の安全点検の義務化等により、良好な屋外広告物の

誘導を図る。

　　21．奈良市公民館条例の一部改正について（令和４年４月１日から施行）

� 【担当課：地域教育課】

　　　　　南部公民館東九条分館を移転する。

　　22．�奈良市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正について（令和４年４月

１日から施行）� 【担当課：企業局経営企画課】

　　　　�　都祁及び月ヶ瀬地域において、水道施設の増強と強靭化を進め、市内で統一的な給水サ

ービスを実現するため、当該地域の給水区域を全域とする改正を行う。

　　23．奈良市水道事業給水条例の一部改正について（公布の日、令和４年１０月１日から施行）

� 【担当課：企業局経営企画課、給排水課】

　　　　�　水道施設加算分担金制度の制定目的を達成したこと及び水道料金の特別計算を適用する

施設が市内に存しないこととなったことから、両制度を廃止するため所要の改正を行う。

　　24．奈良市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について（令和４年４月１日から施行）

� 【担当課：医療政策課】

　　　　�　市立奈良病院において新たな専門医制度における内科専門医を育成し、確保していく上

で、内科の診療科目を標榜する必要があるため、所要の規定の整備を行う。
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　　25．包括外部監査契約の締結について� 【担当課：法務ガバナンス課】

　　　　　包括外部監査について、公認会計士　福竹徹氏と契約を締結する。

　　26．市道路線の廃止について� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　　２路線　　　総延長　　　　６２５．０ｍ

　　27．市道路線の認定について� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　２１路線　　　総延長　　　２２７８．２ｍ

　　28．公の施設の指定管理者の指定について（奈良市総合福祉センターほか２議案）

　　　　　　指定管理者を指定する公の施設及び指定管理者の名称

　　　　　　　　下表のとおり

　　　　　　指定管理者の指定の期間

　　　　　　　　令和４年４月１日から下表の期間

　　29．児童自立支援施設の事務の委託に関する規約について� 【担当課：児童相談所設置推進課】

　　　　　児童自立支援施設の事務を奈良県に委託することについて規約を定める。

　　30．固定資産評価審査委員会の委員の選任について� 【担当課：人事課】

　　　　　　竹村　　牧

番号 指定管理者を指定する公の施設 指定管理者の名称 指定の期間
（年間） 担当課

１ 奈良市総合福祉センター 社会福祉法人奈良市社会福祉協議会 １ 障がい福祉課

２ 奈良市伏見地域ふれあい会館 伏見地区自治連合会 ２ 地域づくり推進課

３ 奈良市明治地域ふれあい会館 明治地区自治協議会 ２ 地域づくり推進課
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３月定例市議会提出補正予算概要

[専決処分]

１．令和３年度一般会計補正予算（第１３号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　 源　 内　 訳

説　　　　　明
特定財源 一般財源

民 生 費 4,805,153 4,805,153 －

１ ．児 童 措 置 費 4,805,153 4,805,153

（内訳）
国庫支出金

4,805,153

－ 子育て世帯臨時特別給付金
事業経費
� 【子ども育成課】

合　　　　　計 4,805,153 4,805,153 －

２．令和３年度一般会計補正予算（第１４号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　 源　 内　 訳

説　　　　　明
特定財源 一般財源

民 生 費 5,970,000 5,970,000 －

１

２

．

．

社会福祉総務費

児 童 措 置 費

5,940,000

30,000

5,940,000

（内訳）
国庫支出金

5,940,000

30,000

（内訳）
国庫支出金

30,000

－

－

住民税非課税世帯等臨時特別
給付金事業経費
� 【福祉政策課】

子育て世帯臨時特別給付金
事業経費
（地方創生臨時交付金）
� 【子ども育成課】

合　　　　　計 5,970,000 5,970,000 －

　（イ）　債務負担行為補正

　　１．追加分� （単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　　間 限　度　額
住 民 税 非 課 税 世 帯 等
臨 時 特 別 給 付 金 支 給 業 務 委 託 令和３年度から令和４年度まで 100,000
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２．令和３年度土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

　（ア）　繰越明許費� （単位：千円）

款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　額

Ｊ Ｒ 奈 良 駅�
南 地 区�
土 地 区 画�
整 理 事 業 費

309,852

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区�
土 地区画整理事業費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区�
土 地 区 画 整 理 事 業 309,852

合　　　　　　　　　　　　　　計 309,852

１．令和３年度住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第２号）

　（ア）　歳入予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　 源　 内　 訳

説　　　　　明
特定財源 一般財源

住 宅 新 築�
資 金 等�
貸付事業費

－ △ 3,861 3,861

１ ．運 用 管 理 費 － △ 3,861

（内訳）
諸収入
△ 3,861

3,861 財源更正
【共生社会推進課】

繰上充用金 － △ 536,139 536,139

１ ．繰 上 充 用 金 － △ 536,139

（内訳）
諸収入
△ 536,139

536,139 財源更正
【共生社会推進課】

合　　　　　計 － △ 540,000 540,000

� 一般財源内訳　 一般会計繰入金　 540,000

[補正予算]
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３．令和３年度介護保険特別会計補正予算（第２号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

４．令和３年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　 源　 内　 訳

説　　　　　明
特定財源 一般財源

保険給付費 149,000 130,375 18,625

１ ．高 額 介 護
サ ー ビ ス 等 費

149,000 130,375

（内訳）
国庫支出金

35,462
県支出金

18,625
支払基金
交付金

76,288

18,625 高額介護サービス費給付経費
【介護福祉課】

合　　　　　計 149,000 130,375 18,625

� 一般財源内訳　 一般会計繰入金　 18,625

款 補　正　事　項 補正額
財　 源　 内　 訳

説　　　　　明
特定財源 一般財源

後期高齢者�
医 療 広 域�
連合納付金

360,000 360,000 －　

１．後期高齢者医療
広域連合納付金

360,000 360,000

（内訳）
後期高齢者
医療保険料
360,000

－　後期高齢者医療広域連合
納付金

【福祉医療課】

合　　　　　計 360,000 360,000 －　
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５．令和３年度病院事業会計補正予算（第２号）

　（ア）　収益的収入の補正� （単位：千円）

６．令和３年度水道事業会計補正予算（第１号）

　（ア）　収益的収入の補正� （単位：千円）

７．令和３年度下水道事業会計補正予算（第１号）

　（ア）　収益的支出の補正� （単位：千円）

　（イ）　収益的支出の補正� （単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．病院事業収益 1,663,160 908,866 2,572,026

２ ．医業外収益 1,452,917 908,866 2,361,783 県補助金補正

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．水道事業収益 9,262,000 201,419 9,463,419 

２ ．営業外収益 1,537,598 201,419 1,739,017 下水道事業会計負担金の増による補正

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．下水道事業費用 8,157,000 194,063 8,351,063

１ ．営 業 費 用 7,592,094 194,063 7,786,157 水道事業会計への負担金の増による補正

款 項 既決予定額 補正予定額 計 補正予定額の説明

１．病院事業費用 1,708,186 908,866 2,617,052

１ ．医 業 費 用 1,580,882 908,866 2,489,748 県補助金補正に伴う�交付金補正
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８．令和３年度一般会計補正予算（第１５号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　 源　 内　 訳

説　　　　　明
特定財源 一般財源

総 務 費 8,228 8,228 －　

１．戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

8,228 8,228

（内訳）
国庫支出金

8,228

－　戸籍住民基本台帳事務経費
【市民課】

民 生 費 514,925 373,800 141,125

１ ．障 害 者 福 祉 費 490,000 367,500

（内訳）
国庫支出金
245,000

県支出金
122,500

122,500 介護給付費等支給経費
【障がい福祉課】

２．福 祉 基 金 費 6,300 6,300

（内訳）
寄附金

6,300

－　篤志家の寄附による福祉基金�
積立金

【福祉政策課】

３．介 護 保 険 会 計
繰 出 金

18,625 18,625 特別会計繰出金

農 林 水�
産 業 費

34,754 33,424 1,330

１ ．農 業 委 員 会 費 264 264

（内訳）
県支出金

264

－　情報収集等事務効率化支援�
事業

【農業委員会事務局】

２．農 業 振 興 費 5,000 5,000

（内訳）
県支出金

5,000

－　農村地域整備開発促進経費
【農政課】

３．土 地 基 盤
整 備 事 業 費

29,490 28,160

（内訳）
県支出金

17,000
市債

10,500
分担金及び
負担金

660

1,330 県営ほ場整備事業
11,104

県営農業用河川工作物応急
対策事業� 1,386
農業用ため池点検調査事業

7,000
農業用ため池耐震調査事業

10,000
【河川耕地課】
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款 補　正　事　項 補正額
財　 源　 内　 訳

説　　　　　明
特定財源 一般財源

土 木 費 540,000 540,000

１ ．住宅新築資金等
貸付金会計繰出金

540,000 540,000 特別会計繰出金

教 育 費 1,602,631 1,527,643 74,988

１ ．教 育 振 興 費 13,336 13,336 教育情報化推進経費
【学校教育課】

２．小 学 校 管 理 費 54,900 27,450

（内訳）
国庫支出金

27,450

27,450 小学校運営管理経費
【教育総務課】

３．小 学 校 施 設
整 備 事 業 費

460,992 460,948

（内訳）
国庫支出金
125,948

市債
335,000

44 トイレ改修
【教育施設課】

４．中 学 校 管 理 費 25,650 12,825

（内訳）
国庫支出金

12,825

12,825 中学校運営管理経費
【教育総務課】

５．中 学 校 施 設
整 備 事 業 費

1,025,080 1,025,070

（内訳）
国庫支出金
262,070

市債
763,000

10 トイレ改修
【教育施設課】

６．全日制高等学校費 2,700 1,350

（内訳）
国庫支出金

1,350

1,350 高等学校運営管理経費
【教育総務課】

７．文 化 財 費 19,973 19,973 指定文化財補助経費
【文化財課】

諸支出金 2,110,015 2,110,015

１ ．減 債 基 金 2,110,015 2,110,015 減債基金積立金
【財政課】

合　　　　　計 4,810,553 1,943,095 2,867,458

市税　　　　　750,000一般財源内訳　　地方交付税　 2,117,458
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　（イ）　繰越明許費　� （単位：千円）

款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

総 務 費 41,528

総 務 管 理 費 自 治 会 等 活 動 推 進 経 費 2,000

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 14,000

企 画 費 文 化 振 興 施 設 整 備 事 業 17,300
戸 籍 住 民�
基 本 台 帳 費 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 事 務 経 費 8,228

民 生 費 5,945,507

社 会 福 祉 費 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業経費 5,820,774

環 境 改 善 施 設 整 備 事 業 33,000

高 齢 者 福 祉 施 設 整 備 事 業 7,730

児 童 福 祉 費 保育士等処遇改善臨時特例補助経費 28,216

子育て世帯臨時特別給付金事業経費 50,087

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 5,700

衛 生 費 23,500

保 健 衛 生 費 保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 3,500

清 掃 費 清 掃 施 設 整 備 事 業 20,000

農林水産業費 67,939

農 林 費 機 構 集 積 支 援 事 業 事 務 経 費 264

農 村 地 域 整 備 開 発 促 進 経 費 5,000

土 地 基 盤 整 備 事 業 62,367

美しい森林づくり基盤整備交付金事業経費 308

商 工 費 5,000

商 工 費 企 業 誘 致 推 進 経 費 5,000

観 光 費 4,381

観 光 費 観 光 施 設 整 備 事 業 4,381

土 木 費 2,904,527

道 路 橋 梁 費 定 期 点 検 経 費 16,000
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　（ウ）　債務負担行為補正

　　１．変更分� （単位：千円）

事　　　　　　項
補　正　前 補　正　後

期　　　間 限　度　額 期　　　間 限　度　額

一条高等学校・中学校
校 舎 建 設 事 業

令和３年度から
令和６年度まで 3,400,000 令和３年度から令和４年度まで 60,000

款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業 1,016,666

河 川 費 河 川 堤 防 改 修 事 業 54,600

都 市 計 画 費 屋 外 広 告 物 事 務 経 費 1,140

街 路 事 業 1,498,041

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 付 近 連 続 立 体 交 差 事 業 273,300

公 園 事 業 39,896

住 宅 維 持 補 修 経 費 4,884

教 育 費 2,417,212

教 育 総 務 費 教 育 情 報 化 推 進 経 費 13,336

小 学 校 費 小 学 校 運 営 管 理 経 費 54,900

小 学 校 施 設 整 備 事 業 1,039,976

中 学 校 費 中 学 校 運 営 管 理 経 費 25,650

中 学 校 施 設 整 備 事 業 1,134,448

高 等 学 校 費 高 等 学 校 運 営 管 理 経 費 2,700

高 等 学 校 施 設 整 備 事 業 71,000

幼 稚 園 費 幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 43,000

社 会 教 育 費 公 民 館 運 営 管 理 経 費 12,229

指 定 文 化 財 補 助 経 費 19,973

合　　　　　　　     　　　　　計 11,409,594
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　（エ）　地方債補正

　　１．変更分� （単位：千円）

起　債　の　目　的
限　　　　度　　　　額

補　正　前 補　正　後 増　減　額
土 地 基 盤 整 備 事 業 19,800 30,300 10,500

義務教育施設整備事業 738,400 1,836,400 1,098,000

計 15,931,600 17,040,100 1,108,500

－18－






